
               
 

  

 

NO.208 

２
０
２
０
年 

７
月 

９
日 

発
行 

日
本
共
産
党
摂
津
市
会
議
員
団 

 

☎
０
６
（
６
３
８
３
）
１
１
１
１ 

 
 

０
７
２
（
６
３
８
）
０
０
０
７ 

 
 

内
線
（
３
３
３
５
～
３
３
３
６
） 

メ
ー
ルin

fo
@

s
e
tts

u
.jc

p
-
w

e
b

.n
e
t 

日本共産党 

４人の議員団 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
野口 ひろし   
090-7095-4929 

 
 
 
 
 
 
 
安藤 かおる 

090-1919-3951 

 
 
 
 
 
 
 
ひろ 豊 
090-3976-5963 

 
 
 
 
 
 
 
増永 わき 
090-9254-7643 

６
月
26
日
、
第
２
回
定
例
市
議
会
が
終
了
し
ま
し
た
。
提
案
さ

れ
た
35
件
の
議
案
（
新
型
コ
ロ
ナ
対
策
を
盛
り
込
ん
だ
補
正
予
算

な
ど
）
と
３
件
の
議
会
議
案
（
意
見
書
）
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
こ

の
う
ち
、
日
本
共
産
党
議
員
団
は
、
市
税
条
例
改
正
案
と
手
数
料
条

例
改
正
案
の
２
件
の
議
案
に
反
対
、
そ
の
他
は
賛
成
し
ま
し
た
。
反

対
し
た
２
件
に
つ
い
て
は
、
ひ
ろ
豊
議
員
が
議
員
団
を
代
表
し
て

討
論
を
行
い
ま
し
た
。 

 
 

反
対
討
論
の
要
旨
は
左
記
の
通
り
で
す
。 

日本共産党議員団が反対した２議案に対する討論 

摂津市議会第２回定例会終わる。（６月１１日～２６日） 

新型コロナ対策等盛り込んだ補正予算など全会一致で可決！ 
市
税
条
例
改
正
案
な
ど
２
件
に
つ
い
て
反
対
！ 

 

日本共産党市会議員団を代表して、議案第

58 号摂津市税条例の一部を改正する条例制

定の件、及び第 59 号摂津市手数料条例を改正

する条例制定の件についての反対討論を行い

ます。 

議案第 58 号は、国の地方税法の改正に伴

い市税条例の一部を改正するものですが、市

民への影響としては、給与所得控除の上限を給

与収１千万円から 850万円とすることで、勤

労世帯への増税となります。子育てや介護を行

っている者には負担増が生じないように配慮

がされますが、摂津市ではおよそ３千人がその

対象となり、約１万５千円の影響を受けます。

一方、法人市民税の関係では連結納税制度の見

直しで、グループ通算制度として形を変えて大

企業に有利な制度が引き継がれます。 

また、市民税基礎控除の引き上げ、公的年金

等控除の見直しに伴い、収入は増えないのに所

得が増えるという問題があります。国民健康保

険料や介護保険料など、所得金額によって算定

基準が定められている様々な制度にも影響が

生じる可能性があり、政府は低所得者への負担

増にならないため各制度の基準の見直しをお

こなうと述べていますが、市の独自制度につい

ても所得基準が設けられているものについて

は、影響が出ないようにすることが必要です。

くれぐれも負担増が生じないように制度の総

点検を求めておきます。 

議案第 59 号は、マイナンバーの通知カードの廃

止に伴い、手数料条例から通知カード再発行の項目

を削除するものです。 

通知カード廃止は昨年5月に国会で成立したデジ

タル手続法に関連するものです。デジタル手続法は

国・地方・民間業者・国民・その他の者が、あらゆる

活動において情報通信技術の便益を享受できる社会

の実現をめざし、行政手続きの原則オンライン化な

どを進めるとされていますが、果たして国民がすべ

ての手続きのオンライン化を望んでいるのか、それ

が本当にスムーズな行政手続きを実現するのかにつ

いては、この間の特別定額給付金におけるオンライ

ン申請での混乱や中小業者への持続化給付金支給の

大幅な遅れを見ても疑問を感じざるを得ません。 

 システム改修など莫大な費用をかけて、膨大な個

人情報の集積を行おうとしていますが、国民はその

危うさに気付いているからこそマイナンバーカード

の普及は遅々として進まない訳です。 

2015 年 10 月制度導入当初、マイナンバーカー

ドの全国民への発行を義務化できないため、紙の通

知カードを配ったわけですが、5 年もたたないうち

に通知カードを廃止してマイナンバーカードの取得

に誘導する今回の動きには到底賛同できません。 

市として、マイナンバーカードの取得は義務では

ないことを市民に周知すること、また、通知カード

の廃止はじめ、国民をマイナンバーカード所持に追

い込む政府の在り方に抗議をすることを求めて反対

討論とします。 

 

日本共産党市会議員団を代表して、議案第 58 号

摂津市税条例の一部を改正する条例制定の件及び第

日本共産党が提出していた 3 件の

意見書（案）のうち、次の 2 件が 

全会一致で可決されました。 
 
•新型コロナウイルス感染の第２波に備え医

療と検査体制の抜本的強化を求める意見書  

•新型コロナウイルス感染症で影響を受けた

事業者に対する 支援策の迅速かつ確実な実

施を求める意見書 
 
 その他、「選択的夫婦別姓制度の法制化に向

けて議論の促進を図る意見書」が賛成多数で

採択されました（１名反対、１名退場） 
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